
７年２月 （ う ち 一 般 ）

356人 (258人) ▲ 0.8 (▲ 5.5)
983人 (637人) ▲ 6.7 (▲ 12.5)
332人 (189人) ▲ 2.6 (▲ 7.8)
785人 (527人) 7.2 (10.9)

７年２月 ７年１月 ６年１２月 ６年２月 91人 (67人) ▲ 20.2 (▲ 2.9)

完全失業率 2.4% 2.5% 2.5% 2.6% 0.93倍 ▲ 0.02P [▲ 0.27]

完全失業者数 168万人 174万人 172万人 181万人 0.80倍 0.11P [▲ 0.10]

有効求人倍率 1.24倍 1.26倍 1.25倍 1.26倍 158人 ▲ 20.2
岩手県の同上 1.18倍 1.18倍 1.17倍 1.20倍 ▲ 29.4
久慈の同上 0.80倍 0.90倍 0.87倍 0.69倍

７年２月 前年同月比(%) 有効求人倍率 有効求職者数 有効求人数

332 ▲ 2.6 職業計 0.82 866 714
5 ▲ 66.7 専門・技術職 2.10 73 153

34 ▲ 46.0 事務職 0.37 174 64
33 ▲ 26.7 販売職 1.68 25 42

食 料 品 18 ▲ 25.0 サービス職 1.61 96 155
繊維工業 6 20.0 保安職 1.67 12 20
電気機械 0 ▲ 100.0 農林漁業職 1.05 20 21

6 (▲ 25.0) 生産工程職 1.42 79 112
31 (93.8) 運輸職 1.37 38 52
12 ▲ 7.7 建設・採掘職 1.38 47 65
1 0.0 運搬・清掃等 0.10 297 30

求人倍率 有効求職 有効求人 　 88 (3.5)
岩手県計 1.22 21,847 26,546 31 (244.4)

盛　岡 1.27 8,946 11,377 70 ▲ 2.8  
釜　石 1.05 1,275 1,337 ※"-"表示は前年において求人がなかった業種

宮　古 0.95 1,374 1,302 ※令和6年4月以降については令和5年7月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分、令和6年3月以前については平成25年10月改定の「日本標準産業分類に基づく区分により表章

花　巻 1.42 1,600 2,278 　 したもの。対前年同月比については、産業分類改定による影響のある産業について（）で示している。

一　関 1.24 1,935 2,405 ◎新規求職者(常用)の態様（パートを含む）
水　沢 1.22 2,155 2,626
北　上 1.51 1,609 2,427 計 44歳以下 45歳以上 計 44歳以下 45歳以上
大船渡 1.05 1,150 1,209 ７年２月 266 29 3 26 83 35 48 127 22
二　戸 0.98 820 800 前年同月 273 33 5 28 77 30 47 136 19
久　慈 0.80 983 785 増減数 ▲ 7 ▲ 4 ▲ 2 ▲ 2 6 5 1 ▲ 9 3
八　戸 1.35 5,169 6,975 増減率 ▲ 2.6 ▲ 12.1 ▲ 40.0 ▲ 7.1 7.8 16.7 2.1 ▲ 6.6 15.8

(2)　完全失業者数は168万人で、前月比6万人の減少。 月 間 有 効 求 職 者 数

最　近　の　雇　用　失　業　情　勢　(　令　和　７　年　２　月　)

１．　全国の雇用失業情勢 ◎雇用関係主要指標(パートを含む)
前年同月比（％）

(1)　完全失業率は2.4％で、前月を0.1ポイント下回る。 新 規 求 職 者 数

久慈公共職業安定所 

(3)　有効求人倍率は1.24倍で、前月を0.02ポイント下回る。 新 規 求 人 数
月 間 有 効 求 人 数

    (パートを含む)

就 職 者 数
新 規 求 人 倍 率
有 効 求 人 倍 率
雇 用 保 険 受 給 者 実 人 員
雇 用 保 険 支 給 金 額 ( 基 本 手 当 分 ） 15,738千円
※求人倍率は原数値、求人倍率欄［　］内は前月比。

※　久慈の求人倍率は原数値、他は季節調整値。

※　季節調整値は毎年の１月結果発表時に遡って調整される。 ◎産業別新規求人数(主な産業) ◎職業別有効求人倍率(主な職業)
　(パートを含む常用）

２．　久慈の雇用失業情勢
産　　業　　計
農　林　漁　業(1)新規求職者数は、356人で前年同月比0.8％減少した。

　　そのうち、一般の新規求職者数は258人で前年同月比で5.5％減少した。 建　　設　　業

医　療，福　祉

卸売業，小売業

ｻｰﾋﾞｽ業(他に分類されないもの)

　　常用新規求職者266人のうち、事業主都合による離職者は29人で、
　  前年同月比12.1%減少した。
(2)新規求人数は、332人で前年同月比2.6％減少した。
(3)新規求人倍率は、0.93倍で前年同月に比べて0.02ポイント下回った。

うち在職中

※主な職業のみ計上のため、職業計と一致しない。

うち無業者

    有効求人倍率は、0.80倍で前年同月に比べて0.11ポイント上回った。

うち事業主都合離職者 うち自己都合退職者

宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業
生活関連ｻｰﾋﾞｽ業，娯楽業

※平成21年12月改定の「日本標準職業分類」に基づく区分

公務，その他

製　　造　　業

運　　輸　　業

３．　２月分安定所別有効求人倍率
(パートを含む原数値)

計



久慈所

月間有効求人 月間有効求職 月間有効求人倍率
714 866 0.82
0 管理的職業従事者 1 0.00

153 専門的・技術的職業従事者 73 2.10
0 製造技術者（開発） 0 -
1 製造技術者（開発を除く） 0 -
39 建築・土木・測量技術者 7 5.57
0 情報処理・通信技術者 2 0.00
0 その他の技術者 0 -
8 医師，歯科医師，獣医師，薬剤師 0 -
47 保健師，助産師，看護師 24 1.96
10 医療技術者 3 3.33
6 その他の保健医療従事者 4 1.50
34 社会福祉専門職業従事者 18 1.89
0 美術家，デザイナー，写真家，映像撮影者 1 0.00
8 その他の専門的職業従事者 14 0.57
64 事務従事者 174 0.37
61 一般事務従事者 162 0.38
0 会計事務従事者 8 0.00
1 生産関連事務従事者 0 -
2 営業・販売事務従事者 2 1.00
0 外勤事務従事者 0 -
0 運輸・郵便事務従事者 0 -
0 事務用機器操作員 2 0.00
42 販売従事者 25 1.68
39 商品販売従事者 21 1.86
0 販売類似職業従事者 2 0.00
3 営業職業従事者 2 1.50

155 サービス職業従事者 96 1.61
0 家庭生活支援サービス職業従事者 0 -
76 介護サービス職業従事者 29 2.62
7 保健医療サービス職業従事者 4 1.75
6 生活衛生サービス職業従事者 4 1.50
19 飲食物調理従事者 37 0.51
28 接客・給仕職業従事者 9 3.11
0 居住施設・ビル等管理人 1 0.00
19 その他のサービス職業従事者 12 1.58
20 保安職業従事者 12 1.67
21 農林漁業従事者 20 1.05
112 生産工程従事者 79 1.42
0 生産設備制御・監視従事者（金属製品） 0 -
1 生産設備制御・監視従事者（金属製品を除く） 0 -
0 機械組立設備制御・監視従事者 0 -
10 製品製造・加工処理従事者（金属製品） 6 1.67
79 製品製造・加工処理従事者（金属製品を除く） 45 1.76
9 機械組立従事者 12 0.75
12 機械整備・修理従事者 7 1.71
0 製品検査従事者（金属製品） 0 -
0 製品検査従事者（金属製品を除く） 1 0.00
0 機械検査従事者 2 0.00
1 生産関連・生産類似作業従事者 6 0.17
52 輸送・機械運転従事者 38 1.37
0 鉄道運転従事者 0 -
30 自動車運転従事者 28 1.07
0 船舶・航空機運転従事者 1 0.00
0 その他の輸送従事者 3 0.00
22 定置・建設機械運転従事者 6 3.67
65 建設・採掘従事者 47 1.38
15 建設躯体工事従事者 4 3.75
16 建設従事者（建設躯体工事従事者を除く） 10 1.60
9 電気工事従事者 1 9.00
25 土木作業従事者 32 0.78
0 採掘従事者 0 -
30 運搬・清掃・包装等従事者 297 0.10
12 運搬従事者 15 0.80
12 清掃従事者 42 0.29
0 包装従事者 1 0.00
6 その他の運搬・清掃・包装等従事者 239 0.03
10 ＩＴ関連職業合計 9 1.11
151 福祉関連職業合計 63 2.40
98 (うち介護関係） 35 2.80
0 分類不能の職業 4 0.00

（注） １．平成21年12月改定の「日本標準職業分類」に基づく区分である。
    ２．ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、
      オンライン上で求職登録した求職者数が含まれている。

常用求人・求職バランスシート(令和7年2月)【一般及びパートの合計】

職業分類
職業計


